
豊中市の
子どもの居場所づくり施策について

豊中市 こども未来部 はぐくみセンター こども支援課

令和５年度 第4回こどもの居場所部会
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子どもの数
（0〜17才）

6万5,810 人

年齢階層別

‐交通の利便性が高く、自然豊かなエリアも有
する住宅都市（中核市）

‐北部は、千里ニュータウンや閑静な住宅地が
広がり、転入者が多いエリア

‐大阪市に隣接する南部は、下町の雰囲気があ
り、昔から住む人が多いエリア

‐教育や福祉、防犯などの分野で、市⺠による
様々な活動を展開 2
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１ 関連データ及び地域の特徴１豊中市の概要



２ 地域の様子１豊中市の概要



１ 子どもの居場所の定義

地域の子ども（主に学童期から高校生世代）を対象に、

支援者が無料または低額で居場所を提供して見守りや支援で関わり、
必要に応じて食事の提供や支援機関につなぐ取組みを、

年に数回以上、定期的に実施する場所
4出典；第２期豊中市子育ち・子育て支援行動計画

２子どもの居場所の定義と整理
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※ イメージ図（一部の居場所を抜粋） 
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国際交流センター 少年文化館 

地域子ども教室 

図書館・公民館等 

公共施設 
子ども食堂・学習支援 

対象となる子どもを想定し、
子ども自身の困難に寄り添い、

時には子どもの状況に積極的に関わり支援

基本的に希望者はいつでも誰でも参加でき、
時間的な制限が少ない

＊両者に明確な境界線はなく、各形態の中にも濃淡あり
出典；第２期豊中市子育ち・子育て支援行動計画

２ 子どもの居場所の整理２子どもの居場所の定義と整理
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学校教育活動以外での
体験・交流機会の減少

困窮家庭の子どもほど
大人と過ごす割合低い

居場所がない子どもは
相談相手が少ない

3 子どもの居場所づくり推進の目的２子どもの居場所の定義と整理

グレーゾーンに隠れている「実態が⾒えにくく、捉えづらい」
困難を抱える⼦どもを発⾒し、必要な⽀援につなぐことが重要

出典；第２期豊中市子育ち・子育て支援行動計画
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H30 子どもの居場所づくりに関する地域資源調査・研究

R元 子どもの居場所ネットワーク事業試行、ロードマップ策定
第２期子育ち・子育て支援行動計画策定（重点施策に位置づけ）

R2 子どもの居場所ネットワーク事業本格実施、ポータルサイト開設

子ども食堂フードデリバリー事業補助金

R3 子どもの居場所づくり推進事業補助金 開始

R4 子どもの居場所・相談支援拠点モデル事業実施

R5 子どもの居場所・相談支援拠点事業（児童育成支援拠点事業）本格実施

１ 施策の経過３施策の展開



２ 地域資源調査・研究 ＜委託 H30予算3,000千円＞３施策の展開

居場所がない子ほど相談相手が少ない 他

子ども 〈アンケート、732小中学生〉

学校や地域団体の連携に関する地域性の違い
地域 〈ヒアリング、4小学校区〉

気になる子への対応、欲しいサポートの違い 他

運営団体 〈アンケート等、27団体〉

介護・障害の一部事業所で居場所の取組みを実施
他の居場所の可能性 〈ヒアリング、7事業所〉

子どもの参画、施設のタイムシェア、全小学校区
展開、中間支援、人材バンク、補助金 他

先進事例 〈視察、3か所〉

• 居場所の「すごし場」「ささえる場」の整理
• 個人情報の共有の課題
• 単年的な助成金による居場所の運営
• 人的資源の安定的な確保

調査結果の整理と考察

• 校区に偏りのない設置、居場所間の協力体制
• 地域に応じたNWの検討、既存のNWの活用
• 異なる目的の全市的なNWの形成
• 多様な経験を重ね、将来の夢を考える機会の

創出、子どもの参画を促進する人材育成

今後の方向性

8出典；子どもの居場所づくりに関する地域資源調査・研究業務報告書

子どもの居場所の実態や支援に関わる課題等を調査し、子どもの居場所の充実と、子どもを見守るための学校を核としたセーフ
ティーネット構築にかかる今後の施策展開の検討を行うことを目的に実施（H30）。
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３ ネットワーク事業① ＜委託 R5予算6,500千円＞３施策の展開
資源調査結果をもとに、全小学校区への展開、学校・関係機関と連携した子ども（家庭）の支援や居場所の安定的な運営に向けた
諸資源確保の仕組みづくりを目的に試行実施するとともに、ロードマップを作成（R元）。その後、本格実施（R2〜）。
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４ ネットワーク事業② ＜委託 R5予算6,500千円＞３施策の展開

NW登録４１団体(R5年6月末)やサポーター等を掲載
団体・サポーター登録の窓口

ポータルサイト「いこっと」
事業全体及び市域の業務を進める「市域CO」と
一定のエリアを担当する「圏域CO」を配置。
圏域COは、既存居場所を巡回し、取組み状況の
把握、支援等を行う。
学生ボランティアを調整する「学生CO」も。

居場所コーディネーター
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５ 相談支援拠点事業 ＜委託 R5予算18,000千円＞３施策の展開
公⺠協働によるセーフティネットの仕組みづくりを推進するとともに、居場所の成果や課題を整理し、個人情報共有の壁や⺠間居
場所の負担増を改善するため、市主催の居場所をモデル実施（R4）。その後、児童育成支援拠点として本格実施（R5〜）。

主な成果・課題

• ⼾建て⻑屋住宅
• 3日/週、5〜6時間/日

※ 受託団体の別事業とあわせて
週5日開設

• 主に中学生 約10人在籍
• 居場所提供、食事提供、

個別相談対応、家庭訪問、
関係機関との情報共有等

• 学識経験者から助言を
受けながら運営

モデル事業概要（ R4 ）

支援対象児童等の見守り
• 安心できる居場所の提供
• 利用者との関係構築、相談対応
• 食への意欲向上、食習慣の改善
• 家庭訪問、保護者との関係構築

連携した支援の仕組みづくり
• 学校との関係構築、情報交換
• 学校による居場所の利用推奨
• ⺠間居場所等との情報共有
• 関係機関との個人情報の共有、個
別ケース検討会議への参加

主な成果 主な課題

• 物資（学習・体験機材等）充実
• 人員体制（専門性、学習指導等

への対応）
• 兄弟（ヤングケアラー）の配慮
• 対象者基準、受入れルート検討

• 子ども・家庭支援に向けた関係
機関との役割分担

• ⺠間居場所との個人情報の共有
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６ ロードマップによる進捗管理３施策の展開
地域資源調査の結果及びNW事業の試行実施をもとに、NW事業の効果的な展開に向けた３つの目的別の取組み方針や、市とコー
ディネーターの役割分担による公⺠の体制について共有するため作成。年度ごとに更新し、ホームページに公開。

出典；子どもの居場所づくりロードマップ（一部抜粋）



❄ 居場所の持続性（資源確保、支援者のモチベーション維持）

❄ 多様な価値観・目的を持つ居場所同士のネットワークづくり（共通言語）

❄ 居場所づくりが進みやすい地域とそうでない地域（環境、地域ネットワーク）

❄ コーディネーターの発掘（経験、居場所・地域との関係）

❄ 課題が大きい子どものケース対応における支援の連携（個人情報の共有）
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１ 地域全体で進めていく上での課題４施策の推進にあたって



❄ 市⺠活動支援の専門性・NWを有する中間支援団体との協働（委託）
フラットな対話、分権化、枠組みと中身づくり

❄ 既存事業や資源の活用
連絡会等のネットワーク、学校からの子どもへの案内・支援者の紹介

❄ 多様な主体による居場所の展開
多様な子どもを受け止める多様な居場所（主体）の支援

❄ 子どもの居場所づくり施策を「公⺠協働」のプラットフォームに
‐居場所(⺠間)と行政 それぞれの「強み」「役割分担」への意識
‐子どもの状況・課題・切迫感の共有。子どもアドボケイト。
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２ 工夫していることや大切にしている視点４施策の推進にあたって



参考資料
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第２期子育ち・子育て支援行動計画策定参考資料①
第2期豊中市子育ち・子育て支援行動計画（期間：R2〜R6）の重点施策に、子どもの居場所づくりを位置づけるとともに、評価指
標に「子どもの居場所がある小学校区数」の目標値として全校区を設定し、毎年度進捗管理を行う。

第2期子育ち・子育て支援行動計画概要版
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推進事業補助金 ＜R5予算6,000千円＞参考資料②
コロナ禍に、 R元年度以前から活動を行う子ども食堂に対して、「子ども食堂フードデリバリー事業」（R2）として「見守り補
助」を実施。R3年度からは、「定期開催補助」を追加し、NW事業に登録する子どもの居場所団体に対して補助を実施。


